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今月号のあらまし 

 

Ⅰ 日ＥＵ・ＥＰＡが来年２月１日に発効 

１２月８日未明、日ＥＵ・ＥＰＡが参院本会議で自民、公明、日本維新の会

などの賛成多数で可決、承認された。２０日にＥＵの手続きが完了する見込み

であり、これにより、来年２月１日に日ＥＵ・ＥＰＡが発効する。 

１２月１０日、ＵＳＴＲ（米国通商代表部）は日本との貿易交渉を巡る公聴

会をワシントンで開き、農業団体からＴＰＰ以上の市場開放等が要求された。

なお、米中貿易交渉等の影響により、日本と米国の貿易交渉開始は当初の見込

みより先送りとなり、２月中下旬以降となるとの見方もされている。 

 

Ⅱ 政府が活力創造プランを改訂 

１１月２７日、農林水産業・地域の活力創造本部（本部長：安倍総理）が開

催され「農林水産業・地域の活力創造プラン」が改訂された。同プランには、

１１月に自民党が取りまとめた「農地中間管理機構の５年後見直し等につい

て」が盛り込まれた。 

 

Ⅲ 当年度２次補正予算と次年度当初予算 

  １２月１３日、農水省は平成３０年度第２次農林水産関係補正予算に総額

５，０２７億円（前年度比３４７億円増）を計上する方針を示した。台風被

害への対応として災害復旧事業に３３６億円等が盛り込まれた。 

  １２月１８日、農水省は、自民党農林合同会議で平成３１年度農林水産関

係予算に総額は２兆４，３１５億円を計上する方針を示した。 

 

Ⅳ 与党が平成３１年度税制改正大綱を決定 

  １２月１４日、与党は平成３１年度税制改正大綱を決定した。ＪＡ関係で

は、合併に関する課税特例の延長や、組織変更後の県中央会の税制について

措置された。一方で、協同組合等の貸倒引当金の特例については５年の経過

措置の後、廃止されることとなった。 
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Ⅰ 日ＥＵ・ＥＰＡが来年２月１日に発効 
― 日米貿易交渉について米国農業団体がＴＰＰ以上を要求 ― 

 

１．日ＥＵ・ＥＰＡ、双方が国内手続きを終了 

〇 １１月２９日、臨時国会において、日ＥＵ・ＥＰＡの承認案が衆院本会議

で自民、公明、日本維新の会などの賛成多数で可決され、参院へ送付された。 

 

〇 １２月８日未明、日ＥＵ・ＥＰＡが参院本会議で自民、公明、日本維新の

会などの賛成多数で可決、承認された。出入国管理法改正を巡る与野党の対

立により、８日未明の採決となった。 

 

〇 審議時間は衆参両院合わせても９時間にとどまった。なお、ＴＰＰは１３

０時間以上審議されている。 

 

〇 １２日、日ＥＵ・ＥＰＡがＥＵ欧州議会の本会議で承認された。 

 

〇 今後、２０日にＥＵの閣僚理事会で承認され、手続きが完了する見込みで

あり、これにより、来年２月１日に日ＥＵ・ＥＰＡが発効し、関税削減・撤

廃等のプロセスがスタートする。 

 

２．日米貿易交渉をめぐる米国の動向 

〇 １２月１０日、ＵＳＴＲ（米国通商代表部）は日本との貿易交渉を巡る公

聴会をワシントンで開いた。農業団体を含む４４の業界団体が出席した。 

 

〇 農業団体は協定の早期締結や、ＴＰＰ以上の市場開放や関税削減期間の短

縮を要求した。こうした意見を背景に米国が開放圧力を強めることが懸念さ

れる。 

 

〇 なお、公聴会に先立って、ＵＳＡライス連合会は米の対日輸出枠で、元の

ＴＰＰで合意した７万トンに不満を示し、その２倍以上にあたる１５万トン

まで拡大させる意向を示している。 

 

〇 また、１１月２６日までの間、日米貿易交渉に関するパブリックコメント

を実施し、１５３件を超す意見が寄せられた。 

 

〇 主な意見は以下の通り。 

 

  



2 
 

【日米貿易交渉の交渉目的に関する主な農業団体の意見】 

 
日米貿易交渉の交渉目的に 

関する意見（平成 30年） 

（参考） 

日本の TPP交渉参加に関

する意見（平成 25年） 

全米農業連盟

（ファーム・ビ

ューロー） 

TPP で得られた市場アクセス
と同等もしくはそれを上回る

成果を達成できるよう米国は

交渉を行う必要がある。 

米・豚肉など重要品目を含

む全てが関税によって日

本市場への参入を制限さ

れている。 

全米肉牛生産

者・牛肉協会 

我々は、大幅な関税削減をもた

らす TPP の内容を支持してい
た。日米交渉では、それ以上を

期待している。 

全ての交渉参加国は関税、

関税割当、他の全ての市場

を混乱させる恣意的な措

置を撤廃すべき。 

全米養豚生産

者協議会 

豚肉の関税削減は TPP ならび
に日 EU・EPAと同等とし、引
き下げスケジュールは、これら

の協定と同じになるよう前倒

しすることが重要である。 

日本への豚肉輸入は、差額

関税制度という複雑で高

い水準の関税制度によっ

て保護されている。 

全米牛乳生産

者連盟（ＮＭＰ

Ｆ）、米国酪農

輸出評議会（Ｕ

ＳＤＥＣ） 

より大きい関税割当を確保し、

最も短い関税引き下げ期間を

達成するため、日米貿易協定は

TPPもしくは日 EU・EPAのう
ちより良い方の成果を確保す

るべきである。 

日本の乳製品関税は総じ

て高く、関税、関税割当、

特定用途への割当、セーフ

ガードの制度は日本の乳

製品市場へのアクセスを

極めて困難にしている 

ＵＳＡライス

連合会 

我々は、TPPの市場アクセスの
水準は不十分と考えており、今

後の交渉においては、質・量と

もに TPP を上回る水準となる
よう求める。 

※ 意見の提出なし 
 
 

米国小麦協会 

米国が TPP を離脱したことに
より、発生した脆弱性を可能な

限り早く、新たな協定で修復さ

れなくてはならない。 

日本は小麦をセンシティ

ブな品目として保護する

と宣言しているが、TPP
では重要品目も除外すべ

きではない。 

 

〇 当初、１２月１５日頃にはＴＰＡ法上に３０日前に行うと定められたＵＳ

ＴＲによる「貿易交渉の目的や協定締結の効果等の詳細」の作成・公表がさ

れるものとみられていたが、対応したという情報は伝えられていない。（１

２月１８日現在） 

 

〇 当初１月中旬にも交渉が開始されるとの見方をされていたが、ＵＳＴＲは

中国との貿易交渉にライトハイザー代表を含め大幅な人員を配置している
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ほか、ＥＵおよび英国との交渉の準備にも入ること等から、一部報道等では

交渉開始は２月中下旬以降となるとの見方もされている。 

 

３．ＴＰＰ１１ 

〇 １１月１５日、ベトナムが国内手続きを完了させ、協定の寄託国であるニ

ュージーランドに対し通報を行った。メキシコ、日本、シンガポール、ニュ

ージーランド、カナダ、オーストラリアに続く７か国目となる。 

 

〇 １１月２０日から２１日に東京で行われたＴＰＰ主席交渉官会合の結果

概要（別紙１）によると、残り４か国の状況は以下の通り。 

 

チリ：下院に提出済み。来年早々には終了見込み。 

ブルネイ：財務・経済省への業務移管で滞っていたが、鋭意作業中。 

ペルー：早期手続に向け作業中。 

マレーシア：協定内容精査中。 
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Ⅱ 政府が活力創造プランを改訂          
― 農地中間管理事業の見直しが盛り込まれる ― 

 

〇 １１月２７日、農林水産業・地域の活力創造本部（本部長：安倍総理）が

開催され「農林水産業・地域の活力創造プラン」が改訂された。 

 

〇 同プランには、１１月に自民党が取りまとめた「農地中間管理機構の５年

後見直し等について」が盛り込まれ、来年の通常国会に関連法案を提出する

旨も明記された。 

 

〇 今後は、上記「農地中間管理事業の５年後見直し等について」に沿って詳

細事項の検討が行われるが、以下の点を注視する必要がある。 

 

【「農地中間管理事業の５年後見直し等について」において注視が必要なポイント】 

・「市町村・ＪＡ等と農地バンクが一体となって推進する体制」とは、どの

ような体制か。 

・「人・農地プランを実質化させる」とあるが、実質化とは具体的にはどう

いうことか。 

・「農地利用集積円滑化団体を農地バンクに統合一体化」とあるが、具体的

にはどういうことか。 

＊「一定の実績があるＪＡ等については、現在の円滑化事業の枠組みに代

えて、配分計画の案を作成できる仕組みを設ける」とあるが、一定の実

績があるＪＡ等の範囲は。 

＊「統合一体化に伴う経過措置として、賃借権等を一括して円滑化団体か

ら農地バンクに承継することができる仕組みを設ける」とあるが、どの

ような仕組みか。 

（活力創造プランに盛り込まれた「農地中間管理機構の５年後見直し等について」は別紙１の通り） 

 

〇 また、スマート農業の推進を新たな柱に据え、来年夏までに普及に向けた

計画「農業新技術の現場実装推進プログラム」（仮称）などが盛り込まれた。 

（「農林水産業・地域の活力創造プラン」改訂の概要は別紙２の通り） 
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Ⅲ 当年度２次補正予算と次年度当初予算 
― 台風被害に関連し、農業用ハウスの補強などに対応 ― 

 

１．平成３０年度２次補正予算 

○ １２月１３日、農水省は平成３０年度第２次農林水産関係補正予算に総額

５，０２７億円（前年度比３４７億円増）を計上する方針を示した。同日開

催された自民党農林合同会議において了承された。 

 

〇 ＴＰＰや日ＥＵ・ＥＰＡの国内対策費は全体として前年度補正予算より１

８億円増加しているが、産地パワーアップ事業で４７億円、畜産クラスター

事業で１５億円減少している。 

 

〇 一方、輸出に取り組む事業者への支援強化で３１億円、水産業競争力強化

緊急事業で９４億円増加している。 

 

〇 なお、台風２４号等への対応として災害復旧事業に３３６億円等が盛り込

まれた。 

 

〇 主なポイントは以下の通り。詳細は別紙１の通り。 

 

【平成３０年度第２次農林水産関係補正予算案のポイント】 

＜ＴＰＰ、日ＥＵ・ＥＰＡ対策＞ ・・・・・・・・3,188億円（ 18億円） 

・担い手確保・経営強化支援事業･・・・・・・・・・ 50億円（増減なし） 

・農地の大区画化・汎用化の推進･・・・・・・・・・348億円（  2億円） 

・中山間地域所得向上支援対策･・・・・・・・・・・280億円（▲20億円） 

・産地パワーアップ事業･・・・・・・・・・・・・・400億円（▲47億円） 

・水田の畑地化の推進･・・・・・・・・・・・・・・518億円（ 61億円） 

・畜産クラスター事業･・・・・・・・・・・・・・・560億円（▲15億円） 

・農畜産物輸出拡大施設整備事業･・・・・・・・・・ 60億円（▲40億円） 

・輸出に取り組む事業者への支援強化･・・・・・・・ 67億円（ 31億円） 

・水産業競争力強化緊急事業･・・・・・・・・・・・324億円（ 94億円） 

＜防災・減災、国土強靭化のための緊急対策＞ 

・農業用ハウスの緊急対策・・・・・・・・・・・・・ 5億円 

＜台風２４号等への対応＞ 

・災害復旧等事業・・・・・・・・・・・・・・・・ 336億円 

・被災農業者向け経営体育成支援事業・・・・・・・ 216億円 

(カッコ内は前年度補正予算との比較) 
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〇 ＪＡグループ愛知は、これまで平成３０年度に襲来した台風被害にかかる

農業支援策の一環として防災・減災対策を国・県に要望してきた。今回措置

された台風２４号等の災害への対応や、補強等に対応する農業用ハウスの緊

急対策は本県の要望が一部実ったものとなった。 

【本県の台風被害農林水産被害金額（愛知県取りまとめより）】 

〇 平成３０年度第２次補正予算案は２１日に閣議決定する見込みである。 

 

２．平成３１年度当初予算 

〇 ３１年度農林水産予算概算要求は、３０年度当初予算比４，２４８億円増

の２兆７，２６９億円で８月末に農水省から財務省に提出されていた。 

 

〇 １２月１８日、農水省は、自民党農林合同会議で平成３１年度農林水産関

係予算に総額は２兆４，３１５億円を計上する方針を示した。主なポイント

は以下の通り。詳細は別紙２の通り。 

【平成３１年度農林水産関係予算案のポイント】            

＜構造改革の推進＞ 

農地中間管理機構等による農地集積・集約・・・・・248億円（ 206億円） 

農地の大区画化※・・・・・・・・・・・・・・・1,297億円（1,110億円） 
※農業農村整備事業の内数 

＜水田フル活用＞ 

水田活用の直接支払い交付金・・・・・・・・・・3,215億円（3,059億円） 

収入保険制度の実施・・・・・・・・・・・・・・・206億円（ 260億円） 

＜強い基盤づくり＞ 

農業農村整備事業・・・・・・・・・・・・・・・3,260億円（3,211億円） 

強い農業・担い手づくり総合支援交付金※・・・・・230億円 
※強い農業づくり交付金と経営体育成支援事業を統合 

＜輸出力強化＞ 

輸出環境整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40億円（  40億円） 

＜農村漁村の活性化＞ 

中山間地農業ルネッサンス事業・・・・・・・・・・440億円（ 400億円） 

ジビエ利活用推進・・・・・・・・・・・・・・・・104億円（ 105億円） 

＜防災・減災、国土強靭化のための緊急対策＞ 

・農業用ハウスの緊急対策・・・・・・・・・・・・・ 5億円 

（カッコ内は当年度当初予算額） 

〇 平成３１年度当初予算案は２１日に閣議決定する見込みである。 

台 風  被害金額 ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ等の破損 主な被害地域 

台風１２号 １０億３，７００万円 2,054件 豊橋、田原 

台風２１号  ４億８，８００万円 582件 県内全域 

台風２４号 ２４億９，５００万円 3,512件 県内全域 
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Ⅳ 与党が平成３１年度税制改正大綱を決定 
― 貸倒引当金の特例は廃止、５年の経過措置 ― 

 

○ １２月１４日、与党は平成３１年度税制改正大綱を決定した。 

 

〇 ＪＡ関係では、合併に関する課税特例の延長や、組織変更後の県中央会の税制

について措置された。一方で、協同組合等の貸倒引当金の特例については５年の

経過措置の後、廃止されることとなった。 

 

【税制改正大綱より該当箇所抜粋】 

項目 税制改正大綱より該当箇所抜粋 

農業協同組合等

の合併に関する

特例措置の適用

期限の延長 

三 法人課税 

７．その他租税特別措置 

（８）農業協同組合等の合併に係る課税の特例について、適用

対象から全国の区域を地区とする農業協同組合連合会と

その会員たる農業協同組合連合会との合併を除外した上、

その適用期限を３年延長する。 

組織変更後の都

道府県中央会に

関する税制上の

所要の措置 

三 法人課税 

８．その他 

（国 税） 

（10）農業協同組合法の改正により農業協同組合中央会から組

織変更した農業協同組合連合会のうち、農業協同組合法等

の一部を改正する等の法律附則の規定により、その名称中

に、引き続き農業協同組合中央会という文字を用いること

ができるものについて、引き続き公益法人等とする。 

 
※所得税、消費税、印紙税等についても現行と同様の扱いがされている。 

協同組合等の貸

倒引当金の特例

措置等の適用期

限の延長 

三 法人課税 

７．その他租税特別措置 

〔廃止・縮減等〕 

（６）公益法人等又は協同組合等の貸倒引当金の特例は、適用

期限の到来をもって廃止する。なお、平成３１年４月１日

から平成３５年３月３１日までの間に開始する各事業年

度における貸倒引当金の繰入限度額の計算については、現

行法による割増率（１０％） に対して１年ごとに５分の

１ずつ縮小した率による割増しを認める経過措置を講ず

る。 

 

〇 合併に関する特例は、全国域連合会と県域連合会の合併等に関して適用が長い

間ないことから除外された上で、適用期限が３年延長された。 

 

〇 組織変更後の県中央会の法人税については、引き続き公益法人等とされ、収益

事業だけが課税対象とされた。 
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〇 貸倒引当金については一定額まで損金として繰り入れ課税対象から外すことが

できる。現行制度では協同組合、中小企業などには０．３％の「法定繰入率」が

適用でき、さらに協同組合は１０％割増す特例が設けられていた。 

 

〇 この特例（１０％割増）が平成３０年度末の適用期限の到来をもって廃止する。

その後、５年の経過措置を用いて設けて１年ごとに現行の１０％から５分の１ず

つ縮小した率による割増しを認める経過措置が設けられる。 

 

〇 なお、この特例について、会計検査院は①法定繰入率と貸し倒れによる損失発

生率が乖離している、②財務基盤強化の目的に照らし特例対象が最小限といえな

いなどにより問題視していた。 

 

○ 政府は１２月下旬に大綱を閣議決定し、関係する税法などの改正案を来年の通

常国会に提出する予定とされる。 
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